
この3月26日には北海道新幹線が開業し, これで函
館から鹿児島まで, 日本列島が新幹線でひとつにつな
がりました。
中部圏では, 新東名高速道路の浜松いなさJCTから

豊田東JCTまでの55キロが2月13日に開通し, すでに
開通している静岡県区間と合わせて延長が200キロと
なり, 東名高速道路との二重の交通網（ダブルネット
ワーク）が形成されました。これにより伊勢湾岸自動
車道を介して近畿圏にも通じ三大都市圏をつなぐ日本
の新たな大動脈となりました。
新東名の開通により, 渋滞の解消や産業立地の促進

などへの期待も寄せられます。
さらには, 昨年12月に新たな中部圏広域地方計画と

して, 新規に「ものづくり中枢圏形成」「広域観光交流
圏の形成」「南海トラフ巨大地震など大規模自然災害
の備え」の3施策が提示されました。東西・南北・環
状軸となる道路整備の生産拠点・物流ハブをつなぐ道
路ネットワークの強化など地質調査業界の活躍する場
面が期待されます。
さて, 3.11東日本大震災から5年の月日が過ぎ, い

まだに福島の原発, 復興など課題が残されている中, 
昨年も関東・東北豪雨により甚大な被害をもたらしま
した。さらに, 口之永良部島の噴火をはじめ桜島, 箱
根山等の活発な火山活動にみられるように, 全国規模
で火山の活動期に入ったとの見方もあり, 今回の「土
と岩」64号の特集を「火山」とさせて頂きました。
また, この地域では, 「南海トラフ巨大地震」に代表

される大規模災害の発生が懸念され, 多くの国民が地
盤や地質の重要性を意識するようになりました。
一方, 社会資本の長寿命化に向けた維持管理の重要

性や防災・減災対応など, 国土強靱化の議論が活発化
する社会情勢となってまいりました。
昨年, 横浜市のマンションで発覚したくい打ちデー

ター偽装が全国的に広がりを見せ, 大きな社会問題と
なりました。このような流れの中で, 周辺の地形・地
質を基に適切な地盤調査計画の立案や地盤情報の共有
化・利活用, さらには, 地質調査技術者が建築基礎の
設計に参画が重要であるとの認識が強まっています。
我々, 地質調査業者は長年にわたり, 地球と地盤と

対話をして参りました。その中で培ってきた経験や技
術の研鑽に裏付けされた「ジオ・ドクター」として国民

が安全・安心に暮らせる国土形成に貢献出来ると自負
しています。
建設関連産業の市場は, 2016年度の国土交通省の公

共事業関係予算は, 対前年1.00倍とほぼ横ばいが確保
される見通しです。しかし建設経済研究所の見通しで
は, 政府建設投資は2015年が対前年比-8.8％, 2016
年は同-5.5％と予算の縮小が予測されています。
このような社会のニーズの変化に対して, 業界とし
ても従来型の建設目的の地質調査だけではなく, 1）「地
質リスクマネジメント」を付加し, コスト縮減・工期
短縮をはかる, 2）高度な地盤情報の提供による国土管
理へ貢献, 3）品質向上のためのスキルアップ及び資格
制度の利活用, 4）維持管理段階での地質調査の必要性, 
等に積極的に取り組むことが重要になってきます。
一つの具体例として, 全地連が横浜市で実施してい
る「横浜市のがけ地総合対策の事例紹介」をトピックに
掲載しました。地質の専門家として新たな業務への取
り組みであり, 全国の自治体にもPRすることにより, 
新たな市場の拡大に繋がると考えます。
このように業界が新たな展開が求められる中, 昨年
の9月17, 18日に第26回全地連「技術フォーラム」が
「地質調査業のイノベーション－新時代に向けて－」を
メインテーマとして名古屋国際会議場において開催さ
れました。
今回のフォーラムは名古屋での開催が3回目とな
り, 関係機関から多くの後援, 協賛を頂き, 参加者数は
600名を超えフォーラム史上最多を記録しました。内
容につきましては, 特集記事に「全地連技術フォーラ
ムin名古屋開催報告」「全地連フォーラムの優秀賞の
紹介（中部協会員を対象）」として紹介しています。
当業界の現状は, 長年にわたり続いた建設投資縮減
により, 業界の活力が低下し, 現場のフォアマン, 技術
者の担い手不足, 若者の離職が深刻な問題となってい
ます。
中部地質調査業協会員59社, 賛助会員11社, 愛知, 
岐阜, 三重, 静岡の四支部が連携をはかり次世代に対
して, 「おもしろいぞ, やり甲斐があるぞ」といえる魅
力のある業界に向けて努力すると共に, 地盤・地質の
専門家として地域社会に貢献して参りますので, 今後
ともより一層のご支援, ご指導を賜りますようお願い
申し上げます。
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